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　こんにちは。まず、簡単に弊社の紹介、私
の自己紹介をさせて頂きます。
　私はワタミ株式会社 に1999年に入社 し、
今年で13年目を迎えるプロパーで御座いま
す。入社以前も5年ほど、居食屋 「和民」に
てアルバイト店員をしてお りまして、大学を
中退し弊社に入社しております。皆様ほど学
は御座いませんが、当時、なぜこの会社に飛
び込んだのかというと、これから始まる 「夢
やワクワク感」に惚れ込んだとしか言いよう
が御座いません。当時は、名も知れない居酒
屋経営企業への就職などは親にも反対される
状況ではありましたが、現在に至 り当時の選
択は間違っていなかったと感じております。
　なぜ、このようなお話からはじめさせて頂
いたかというと、実は今私が直面 している海
外での課題は、当時、私が感じたこと、経験
したことが非常に役に立っているからです。
　本日は、中国でのサービス化の動向につい
ての講演と賜っております。
　弊社のリサーチ情報などの提供と言うより
は、現在、海外で展開している弊社の戦略を
ご説明しながら、実経営で起こっている課
題、また、今後の展望を聞いていただき、皆
様の行動の一助になればと思います。
　弊社のグループスローガンを先に紹介させ
て頂きます。
　 「地球上で一番たくさんのあ りがとうを集
めるグループになろう」
　 これは、100年先から今を見つめた とき
に、我々がどのように生きたか、どれだけ多
くの人の幸せに関われたか、つまり弊社のあ
り方、方向性を定めるものであります。
　 弊社は創業から27年目を迎え、現在、第
二の創業期 とし100年企業へのセカン ドス
テージにあります。その中で、弊社の事業展
開戦略と私の実体験からの内容をお話しさせ
て頂きます。
　弊社の経営の核となるのは、「理念経営」
と 「チェーンス トア理論」に基づ くビジネス
モデルの構築、展開です。我々の主戦場であ
る 「外食産業」はサービス業の中でも、参入
障壁が比較的低い産業です。外食企業がグ
ローバルに展開できる理由はそこにありま
す。参入障壁が低いがゆえに、各国各地でも
外食産業の市場は広く、地域独自の発展をし
ている産業でもあります。それゆえに海外に
おいては自国内の成功モデルをそのまま移行
しようとしても、各国の食文化背景、経済成
長の動向により大きく経営を左右されるのも
事実です。また、日本国内展開との違いは撤
退時のコス トも非常に高いと言うことです。
皆さんが本日おられます、ここ上海において
も多くの外資系企業が外食参入しております
が、成功 していると言われるのは極僅かな企
業です。弊社 も含め、各国の文化的背景への
対応に苦心しているのが実情です。特に日系
企業にありがちなのは、それら対応への懸念
から必要以上にコス トがかかり、それぞれの
企業の収益構造、事業モデルを崩した進出を
行なって しまうことです。わか り易 く言え
ば、間違ったローカル化を図ってしまうこと
です。外食で言えば、企業の運営体系や売 り
物までローカルに合わせて変化させてしまう
ことです。もちろん、進出地域の文化、法令
に合わせていくことは非 常に重要なポイント
ではあるのですが、自らが持っている差別化
要素までローカルに染めてしまうと、外国人
の我々が、その地域の同業種の方に勝るもの
はありません。それらを避けるためには、も
ちろん事前のリサーチと、トレードオフする
ものと守るべき事斜可であるのかを明確にす
ることが重要となります。時間を買う意味で
は合弁での進出なども検討されますが、 日本
企業としては海外での展開において、可能な
らば独資での展開の方が比較的スムーズに進
められる点が挙げられます。特に弊社は、先
に述べた 「理念経営」を重視しており、違う
価値観の混在する企業では経営が立ち行かな
いと考えております。それら守るべきことが
遵守される体制の中で、運営自体はローカル
化されていくのが理想であると考えます。
　具体的な、戦略論に入る前にもう少し弊社
事業の紹介をさせて頂きます。
　あとに話 します、海外戦略の土台となる部
分ですので事業モデルとして聞いていただけ
ると理解 し易いと思います。
　先にお伝えしました、グループスローガン
を軸にブランドテーマとしまして、社会貢
献、環境貢献、人間貢献を設定、その中での
人の関わ りを中心に事業展開をしておりま
す。
　参入している事業という切 り口で言います
と、「外食事業」「介護事業」「農業、畜産」、
「宅配」、「食品加工事業」「環境事業」と言っ
た分野になります。
　一見バラバ ラな分野への参入に見えます
が、我々にとってはこれをひとつの事業パッ
ケージとして考えております。弊社には 「ワ
タミグループ憲章」 というものが存在 しま
す。グループ経営がどう在るべきかを定めた
11の内容からなります。その中のひとつに
「人」が差別化 となる、コッコッと売上利益
を積み上げる事業にのみ参入する。というも
のがあります。つまり、我々の事業モデルは
「人」を中心に差別化 しているものと定義 し
一貫 しての事業参入をおこなっております。
レストランサービスとしては、従業員の教育
というのは必然的に重要課題となりますが、
ここにある各事業において 「人」とはワタミ
らしいかどうかということが最優先されるも
のとなります。それは、価値観の共有、判断
基準の共有からなります。簡単に判断基準を
申しますと、①ワタミらしいかどうか②各国
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の法令制度の遵守③ビジネスコストという順
に判断しています。仮に自国に成功モデルと
しての事業があるとすれば、他国での展開に
てローカライズされる部分は② と③のみとな
ります。
　外食事業で例を挙げますと、店舗事業展開
時には主に5つ ほどの戦略が必要とされま
す。
　①出店立地戦略②原材料仕入れ調達ルー ト
の確立③人材採用 と教育④QSCレベルの維
持向上のためのマネジメント手法の確立。こ
れ らは先 に挙げました 「チェーンス トア理
論」に基づ く仕組みを構築することにあたり
ます。これらの項目において、すべての優先
順位は、ワタミらしいかどうかが優先されま
す。①の出店場所の選定時には、日本と同様
の出店基準を守れるか、②の原料調達に関し
ては、安全安心そして安定的供給という視点
で行なえるかなどの観点から選定や導入を行
なっています。
　此処からは、どのようにしてこれらに対応
しているかを、我々の海外事業の変遷 と共
に、学んだこと、今後の展望を主にお話した
いと思います。
　弊社が海外に店舗展開をスタートさせたの
は、2000年、香港からになります。
　主に、97年の香港返還の頃から海外フラ
ンチャイズ展開を視野にいれた調査を開始し
ました。同時期、98年には米国のカジュア
ルレス トラン 「T.GI.　FRAIDAY'S」の日
本でのフランチャイズ権を獲得 したこともあ
り、ナショナルチェーンのノウハウ吸収と、
海外展開への準備期問でもありました。
　香港においての、重要課題は 「成功モデ
ル」を構築することにあり、それは先に挙げ
た外食事業展開の戦略基準を明確にするもの
でもあります。また、重要なテーマとしては
アジア圏における、我々の 「和民」ブランド
を日本食レス トランブランドとして確立する
ための戦略でもあります。
　2005年までは香港での出店展開を行いつ
つ、ノウハウの蓄積を行い 「モデル化」した
内容を海外他の地域に展開することを行ない
ました。
　2005年からは、香港から近いということ
もあり深切市に展開範囲を広め、また同時期
に台湾への進1;も行なってお ります。これら
の展開か ら、2008年度にはフランチャイズ
パッケージとしての確立、1年 ごとに新たな
国、地域に展開できるようマーケティングリ
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サーチを平行しながら体制を組んで参 りまし
た。
　外食産業における、特には我々のような飲
食店経営は目に見えるものはすべて真似され
ます。す ぐに、模倣業態が誕生し競合となり
得ますが、それゆえに真似できないものを持
つことが優位性を保つ最大の課題 とな りま
す。ローカルチェーンも含めた他社との差別
化の要素は 「理念共有」への人材育成の仕組
みと、真似できない味への品質維持、それ ら
を包括 しながらも価格の優位性を保てるマ
ス ・マーチャンダイジングシステムの構築が
我々の戦略の道筋となります。
　 よって海外展開の基本方針は 「日本同様の
理念による経営を行なう」、「本物の日本とワ
タミの再現」としております。ここからは、
現状の中期戦略に基づ きお話 させて頂きま
す。2010年から12年を第1フ ェーズ、13年
から15年を第2フ ェーズとして各方針を定
めてお ります。第1フ ェーズにつ きまして
は、「海外店舗数100店の展開」「海外フラン
チャイズモデルの構築」「海外における新業
態開発への着手」を設定 しており、それらを
受けて第2フェーズにおいては 「英語圏への
進出」「新業態の出店」「ダイレクトフラン
チャイズ制度の導入」を図ります。英語圏と
はアジア以外の地域での展開をも視野に入れ
ております。また、ダイレク トフランチャイ
ズ制度とは、プロパー社員からオーナーへの
転身を促進する仕組みであります。中期戦略
の中でも、主要国として展開地域としている
のが此処、中国であります。皆さんご存知の
とおり、中国はすでに日本を凌ぐ経済大国で
あ ります。その成長の勢いは、様々な資料で
も報告されているとおりでありますが、我々
の実経営状況からもその勢いを感じられま
す。昨年の既存店舗の売上高前年対比におい
ても、中国本土、華東、華南地区は120%前
後で推移しており、上海につきましては、万
博景気以降も変わらず維持 している状態で
す。中国経済発展の中で、様々なインフラの
整備、情報量の拡大により今までにない速度
での発展と同時にリスクの拡大もしている状
況です。特に情報産業の発展速度は目覚 し
く、携帯電話の波及、インターネットでの情
報入手は市場のお客様に多大な影響を及ぼし
ます。これは我々飲食業にも大きな利益と同
時にリスクをもたらすものでもあります。飲
食業は特に、ロコミによる認知度の波及が重
要な位置を占めています。ネット販売のよう
に自宅に居ながら品物を買えるものではな
く、店舗に足を運んでいただき実体験をして
いただくものでありますので、お客様の声が
非常に重要であ り、またそれは他のお客様へ
の最大のメッセージとなります。弊社では、
お客様の声に真摯に応えるべ く、コメント
カー ドを来店のお客様に記入して頂いていま
す。日本でも同様のことはしていますが、コ
メントの戻 り率は、 日本では1店 舗あた り
10%弱に対 し、中国では70%前後の戻 りが
あ ります。この戻り率は、市場が成熟してい
るかが反映されています。戻 り率が高い と
は、その市場での要望が多 く市場 自体が未成
熟の状態がまだあり、これらの要望に真摯に
応えていく変化柔軟性が、飲食店の役 目とな
ります。
　経済成長の中で、我々は2年間で2倍の規
模への成長を見込んではお りますが、これは
決 して早い速度での成長とは言えません。規
模拡大の中での、懸念事項は物価の高騰が挙
げられます。ひとつは不動産家賃の高騰で
す。不動産投資の過熱により、投資物件が値
.r_がりするにつらね 地域商業施設の不動産
も同じ水準で上がっていきます。特に新規商
業施設においては、高水準からの交渉となる
ため、借 り手側は非常に不利な状況からの切
り出しとなります。また、原材料の高騰、特
に海外においての輸入製品は安定的な流通は
困難なため、商材の中での輸入品比率は高い
ほど不安定な仕入れ状況となります。また、
ロジスティックも未成熟であり、食材の低温
輸送ルー トも少なく、安心安全な食材供給
ルー トの確保がコス ト高となっていることも
実情です。そして、人件費の高騰も、成長の
中での懸念事項 となります。現在の水準にお
いては、毎年10%以上の最低賃金引き ヒげ
により、今後もこの状況下の中で、自業態が
成 り立つかの判断をしながらの規模拡大を図
らねば、投資回収を行なう前に損益分岐を割
り込む可能性も出てきます。成長市場とは未
成熟なゆえに成長の度合いと、自らの事業モ
デルが合致しない場合、短期間でのリスクに
変化することも視野に入れての展開方針を打
ち出さねばならない状況下にあります。この
ような話をすると、中国でのビジネスは非常
に難しく感じるかも知れませんが、海外展開
で我々が学んだことは、経済成長の先読みと
同時に、起こりうるリスクの把握です。特に
前述 しましたとおり、我々は 「理念経営」を
主軸に置いております。特には人材育成にお
いてその部分がどのように行なわれているか
を、此処からは、 日本との比較において説明
して参 ります。海外でのサービス業展開、特
に飲食業においては、4つの大きな違いが見
られます。①雇用体系、②就業者の価値観、
③貸し手市場の状況、④食文化の違い。我々
の経験の中から、海外での成功要因は何であ
るかという視点から説明いたします。雇用体
系の違いは、社員比率に見 られます。これ
は、日本で行なうようなパー ト比率を高め
て、全体の固定費用を引き下げる戦略は出来
ません。必然的に、固定費となってしまう人
件費をどのように変動数値としてコントm
ルできるかが課題 となります。組織体系を流
動的に行なえる状況にすることと、幹部層の
安定化が重要となります。また、就業者の価
値観の違いも人材育成のポイン トとなりま
す。特に海外での価値観で先行するのは 「自
分」であると言 うことであります。 日本で
の、お客様は神様ですというような尽くす精
神の土台はありませんので、サービス業とし
ての教育は自分以外の人を思いやるという部
分から始まります。我々の判断基準は前述し
たとおり、ワタミらしいかをまず優先してお
りますので、雇用体系を現地に合わせながら
も、価値観 という部分では日本と同様な理念
浸透を図っています。理念浸透の仕組みは、
年間を通した教育カリキュラムの実施におい
て、価値観の共有、On-Jtでの実施を行なっ
ています。老人福祉施設の訪問や、孤児院で
の研修もその一環であります。これらを通 し
て、定期的にアンケー ト調査を従業員から集
めることも行なっております。従業員の声を
集め、要望に応えると共に、理念共有の状況
も確認しております。海外進出時の初期はど
の地域においても、やはり価値観の共有は自
分優先 というところから始まりますので、意
識低い結果となりますが、どの地域でも成功
要因はこの価値観の共有を図れたかどうかに
なると確信してお ります。従業員満足度とい
う指標でみると、現状、日本の調査と同じレ
ベルの値まで水準が上がっています。従業員
の離職率という値からも適正な教育が行なわ
れているか、各個人への評価、福利的な要素
も含めて提供できているかを図っています。
冒頭に私が、弊社に入社 したきっかけは 「夢
があるか、ワクワク感があるか」といった内
容をお話しましたが、当時感じた自分と同じ
ような感精 を現地の人材が感じられているか
ということが今の課題に対する指標でもあ り
ます。また、前述いたしましたが、貸し手市
場が優位な状況となりますので、特には不動
産の確保は、日本のように長期視点での安定
は図れません。これは投資回収期間が非常に
短 くなるため、初期投資をいかに抑えること
が出来るかが、重要な課題となります。この
指標においても、日本のモデルと変えること
はしてお りません。外食においての業態 と
は、コンセプトつまりは集客力と、収益力の
事業モデルとなりますので、これを変えると
言うことは、別の業態を行なうこととなり本
来の得意とするものを自ら捨ててしまうこと
になります。時に柔軟性は必要ではあります
が、業態、売 り方を変えずに投資回収期間を
非常にコンパクトに収める手段を用いること
が成功の要因と考えます。売り物の トレー ド
オフにも同様のことが言えます。食文化の違
いとは様々ございますが、特に我々が顕著に
違 うと感じるのは、食事におけるアルコール
比率の違いです。お酒を飲む文化は特に地域
ごとでの文化が大きく影響 している部分多
く、嗜好品としての扱いがやはり強いです。
日本のように居酒屋使いされ、アルコール比
率30%～40%台と高い地域はさほどありま
せん。中国においても、アルコール比率の高
い業態は存在 しますが、先 ほどの話 と同様
に、その需要に合わせることは業態を変える
ことと同 じになりますので、我々はその部分
での合わせ方はしておりません。商品をまず
初めに見直す必要があるのは味ではなく、こ
の比率においての品揃えと値付けが大部分を
占めます。現地嗜好に合わせると、我々の商
品は日本食ではなく 「日式」となります。ど
こが違うのかと思いになる方も多 く居られる
と思います。簡単に申しますと、品揃えや一
品あたりのポーション、過食量は地域の特性
に見直しを掛けますが、「味気」の部分は日
本の味f寸けを変えないところに違いがありま
す。中国にて 「日式」という、味気 もローカ
ライズされた業態は多く、人気も博 してはお
りますが、食文化が発展 していく中で、確実
に消費者の食意識と知識、経験が向上してい
きます。特に現地からみた外国食の流入時に
は顕著にその速度が上がります。我々は日式
としての浸透は望まず、日本食として、日本
の 「和民」の再現を追及することで、同業他
社との差別化を図っています。
　長々と話して参 りましたが、中国における
サービス業の発展は、いかに他国からの本物
が波及していくかということにかかっていま
す。我々外食産業は、製造業などから比べれ
ば売上規模、市場規模 は10分の1に も満た
ない状況ではありますが、食という文化や何
よりも 「人」という部分への影響は計 り知れ
ない力を持っていると考えています。特に
チェーンス トアの役割は、本当の豊かさを享
受することにあり、経済成長の中で実現され
るべ きことと認識 してお ります。残念なが
ら、中国における外食産業をリー ドしている
のは、欧米諸国のチェーン店です。日系企業
として、本物の日本食文化を訴求しつつ、人
材の育成とともに中国の発展に貢献 していく
ことを目指してお ります。本日の内容が、皆
様の今後の発展の参考になれば幸いです。以
上を持ちまして、私の謝寅を終了させて頂き
ます。ご清聴有難う御座いました。
居食屋 「和民」の中国事業戦略 41
